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原子力発電の現実
• 2019年の総発電量に占める割合は6.2%。

• 日本における原子力発電所の発電量のピークは1998年の3322
億kWh。2019年の実績値638億kWhは2割に満たない。

• 日本で建設された57基の原発のうち24基が廃止され、「廃炉時
代」が到来。福島事故後に再稼働した原発は9基にとどまる。25.1%
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https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/ https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nuclear/001/pdf/001_02_001.pdf



徐々に廃止すべきという意見が多数

• 日本原子力文化財団の世論調査（回答者数1200人）

「今後日本は、原子力発電をどのように利用していけばよいと思いますか。」

https://www.jaero.or.jp/data/01jigyou/tyousakenkyu2020.html



再稼働後も安定的に稼働できていない
※原発の経済性は稼働率の高さに大きく依存

• 司法判断や規制による停止 • 3月18日の水戸地裁判決は避難計画が万
全でないと判断した。

https://www.tokyo-np.co.jp/article/92346

2021.1.17朝日新聞



原子力はコスト面で優れているか
• 2015年7月、経産省の発電コスト検証ワーキンググループの試算

→2030年時点での電源毎の発電コストを算出し、政策判断に用いた。

• 原子力はkWhあたり10.3円以上、一般水力11.0円、石炭火力12.9円、LNG火力13.4円、
陸上風力は13.6～21.5円、地熱16.8円、メガソーラー12.7～15.6円などの結果。

発電コスト検証WG「長期エネルギー需給見通し小委員会に対する発電コスト等の検証に関する報告」（2015年7月）



「10.3円以上」の意味：
コスト検証WGによる感度分析結果

• 追加的安全対策費が2倍になると、0.6円/kWhの増

→2020年7月時点で、2015年当時から比べて2.2倍に増加している

政府の試算に依拠してもすでに10.3円+0.6円以上＝10.9円以上

• 廃止措置費用が2倍になると、0.1円/kWhの増

• 事故廃炉、賠償費用等が1兆円増えるごとに、0.04円/kWhの増

→2015年当時の評価に用いられた費用は12兆円、

日本経済研究センターは2019年に35兆円～79兆円と試算

• 再処理費用とMOX燃料加工費用が2倍になると、0.6円/kWhの増

2020.8.9朝日新聞

※設備利用率によるコスト変化が大きいのも原子力の特徴

発電コスト検証WG「長期エネルギー需給見通し小委員会に対する発電コスト等の検証に関する報告」（2015年7月）



発電コスト検証WG「長期エネルギー需給見通し小委員会に対する発電コスト等の検証に関する報告」（2015年7月）



政府の試算方法に依拠した既設原発のコスト試算
大島堅一氏（龍谷大学教授）による試算

以下の楽観的な仮定を置き予測した：

• 追加的的安全対策費は発電所毎に考慮

• 維持費、燃料費等は2015年の政府の想定を使用

• 初期投資（建設費）はゼロとする

• 再稼働原発については実際の運転期間を考慮し、22
年度以降全基再稼働、設備利用率70％を維持と仮定

• 事故費用は、2016年の東京電力改革1F問題委員会
で示された21.5兆円とする。

→既設原発のコストは、他の電源と比べても高い。

再稼働させるメリットがあるのだろうか。

◆東海第2原発（60年運転）は、2番目に高コスト。

21.8円/kWh

※2021年2月の時点で、追加的安全対策工事を開始
できていないとの報道あり（2021.2.1朝日新聞）

https://www.renewable-ei.org/activities/column/REupdate/20210226_2.php



「当時は本当に田舎町だった。暗くて懐中電灯が必要だった。
こんなに都会的な町になるとは思っていなかった。」（第1回概要より）

例 青森県六ヶ所村弥栄平・上弥栄地区の1972→2015年

（新むつ小川原株式会社資料）



青森県の観光マップ中の空白地帯

2013年7月29日朝日新聞（広告）



試みにGoogleで「六ヶ所村」と画像検索



ついでにGoogleで「東海村」と画像検索



おまけにGoogleで「朝日村」と画像検索



日本で電気を使う誰もがつながっている村：
「コンセントの先」には六ヶ所村がある

電事連ホームページ



私は村の人びとの話を聞き続けて19年目



六ヶ所村：財政は超強力

• 1996年から地方交付税不交付団体。

• 2020年度当初予算は約142億円。村民１人あたり約140万円。

※日本の税収およそ58兆円/1.25億人＝1人あたり46万円。
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※1990年代には建設事業費が財政支出の

5割近くを占める年も。

秋元健治『むつ小川原開発の経済分析』69ページ



近隣町村に比べ人口減少の影響が小さい
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六ヶ所村 82%
野辺地町 77%
東北町 72%
大間町 67%
横浜町 59%
東通村 57%

• 2017年2月の聞きとり調査では2600人の日本原燃社員のうち、
1800人ほどが六ヶ所村内に居住。※1600人が県内出身。



立地地域の葛藤
（2003年六ヶ所村民意識調査）

 

Ⅰ Ⅱ
③農漁業阻害 0.763 -0.081
①危険性 0.657 0.007
⑬放射性廃棄物抑制 0.604 -0.051
⑨イメージダウン 0.595 -0.185
⑥話題回避 0.457 0.032
⑫自律性喪失 0.448 0.182
⑧難解 0.428 0.182
④雇用効果 -0.047 0.791
⑤若者流出阻止 0.106 0.703
②財政効果 0.031 0.699
⑩事故対策 0.092 0.065
⑦情報提供 -0.048 0.212
⑪既成事実 0.044 0.161

-0.475

）（最尤法・プロマックス回転後の因子負荷量

表1　核燃施設に関する意識の因子分析結果

因子間相関
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別の方法で雇用が確保されるなら、
核燃施設は縮小したほうがよい



南北33km、東西14km 広い！
泊、出戸、尾駮、鷹架、平沼、倉内
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南北33km、東西14km 広い！
泊、出戸、尾駮、鷹架、平沼、倉内



原子力（核燃）に依存しない
若い世代による故郷の魅力づくりの動き

↓ 特産ながいもを使った焼酎
←地元産木材の
木のおもちゃを新生児に

尾駮鮮魚団
（定置網漁業の若者）→

↓ ロックフェスや雪合戦大会 ↓ サップやカヤック

https://www.daily-tohoku.news/archives/41228https://rockystance.com/

https://store.shopping.yahoo.co.jp/obuchisengyodan/

https://rokushu.com/


